
       

　１．最近の設備投資の動向

　本稿は，当総研「農協信用事業動向調査」

（調査時点2002年６月，集計対象369農協，以下

「動向調査」）のデータを中心に，農協の設備

投資について採算性の視点を中心にとりま

とめたものである。

　まず，設備投資の概要をみると，農林水

産省「総合農協統計表」によれば，2000年

度の農協の設備投資額（土地を除く固定資産

の増加額）は827億円，１農協平均では5,800

万円である
（注1）
。

　設備投資の内容については，「動向調査」

が，00，01年度の２年間に農協が取得した

固定資産（土地を含む）のうち取得額の大き

いもの上位２つについて，それぞれの事業

部門や投資内容等を調査している。

　これによれば，各固定資産がどの事業部

門に該当するかについては，販売事業（30.0

％，回答農協数構成比・複数回答，以下同

じ），購買事業（24.7％），信用事業（22.1％），
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利用事業（22.0％）などの回答が多かった。

また，投資内容は，事務所・センター（32.4

％），農産物集出荷施設（13.9％），農産物貯

蔵施設（9.2％），購買店舗（8.8％），パソコ

ン等情報関連機器（7.5％）などの割合が多

いという結果であった。

　設備投資の最近の推移を「総合農協統計

表」のデータによってみると，第１図のと

おり，96年度をピークに97年度以降減少を

続けており，97年度以降は毎年減価償却費
（注2）

を下回っている。また，設備投資は事業総

利益とほぼパラレルに推移している。

　（注1）　減価償却累計額控除前の固定資産額に基づ
き算出。

　（注2）　減価償却累計額の前年比増加額を減価償却
費として試算。

　２．採算性の把握状況

　このように，最近の収支悪化と足並みを

そろえ設備投資が抑制されている傾向がう

かがえるが，個別の設備投資の採算性はど

の程度考慮され，また把握されているのか。

　まず，投資決定時に採算性はどの程度考

慮されているであろうか。「動向調査」によ

れば，固定資産（取得額上位２つについて）

の投資決定に強く影響した要因は，「老朽化

による設備更新」（31.9％），「組合員からの

要望」（29.4％），「効率性向上」（19.2％），

「補助事業」（15.7％）等の割合が高く，「採

算性の高さ」との回答は1.8％にとどまって

いる（第２図）。

　次に，設備投資の採算性は農協でどのよ
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第1図　農協の設備投資，減価償却費，事業総利益
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うに把握されているか。同じく「動向調査」

によれば，「採算の範囲をどのように考えて

いるか」という問いに対し，「農協全体の採

算」（38.7％）との回答が最も多く，「当該事

業部門の採算」（37.6％）が同程度，一方

「当該固定資産単独の採算」（18.0％）の割合

は低く，「採算を特に考慮していない」との

回答も8.8％あった（第３図）。

　集計農協や対象固定資産が限定された

データではあるが，上記の結果からは投資

判断時に「採算性の高さ」が強く影響する

割合は低く，また固定資産ごとに採算性が

把握されている割合も比較的低いことが読

み取れる。

　３．採算性重視の必要性

　しかし，収支悪化や減損会計導入を控

え，農協では設備投資の採算性をより重視す

る必要性が高まっているものと思われる。

　全中「総合 経営速報調査報告」によれ

ば，01年度の経常利益は前年比58.8％と大

幅に減少した。02年度上期は同65.3％と増

加に転じたものの，なお00年度の水準まで

回復していない。また，農林水産省・全中

「農業協同組合経営分析調査報告書」（00年

度調査，92農協集計）によれば，比較的設備

投資の多い部門である販売・購買事業の純

損益は赤字であり，収支全体が悪化するな

かでこれらの部門の収支改善が急務となっ

ている。収支改善のプロセスには，新規の

設備投資や固定資産の利用方法の見直しも

含まれよう。

　また，06年３月期から原則全企業に減損

会計が導入される予定である。減損会計で

は固定資産が将来的に生み出すキャッ

シュ・フローの合計が帳簿価額を下回るこ

とが確実な場合，固定資産を回収可能額ま

で減額し，差額を減損損失として計上しな

ければならない。

　この前段階では，キャッシュ・フローを

生む最小の単位で資産をグルーピングし，

そのグループで収支を把握することとな

る。また，投資判断時には回収可能性を重

視することとなり，投資後は今後の事業環

境を検討し固定資産に伴うキャッシュ・フ

ローが帳簿価額を下回る場合は売却も含め

た資産の利用方法の見直しを行うことも必

要となるなど，農協の設備投資への影響は

小さくないものとみられる。

（主任研究員　斉藤由理子・さいとうゆりこ）
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第2図　投資決定に強く影響した要因
（回答組合数構成比）　
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資料　農中総研「農協信用事業動向調査」（平成１４年度第１回）
（注）１.　固定資産の取得額の大きいものから上位２つについ
　　　て回答を集計。
　　２.　複数回答。
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第3図　投資の採算の範囲
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資料，（注）とも第2図に同じ

0 10 20 30 40 50

38.7

37.6

18.0

8.8


